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Ⅰ． 論文の主旨および構成 
 
  
本論文の主旨 
 技能は企業経営において、短期的には日常業務の効率に、また長期的には企業の
成長に影響をあたえ、その形成は経営の重要な課題の一つである。と同時に、技能は
働く人々にとっても、雇用、仕事の割り当てや昇進、更に賃金にも影響を及ぼし、そ
の形成は大きな関心事である。人材マネジメント研究では動機付けと技能形成の問題
が大きなテーマとなるが、本論文は技能形成に焦点を当てる。しかし技能は、その実
質的な内実や形成過程をどう分析するかという方法論上のハードルが大きく、立ち入
った研究は少ない。 
なお、動機付けと技能形成は実際は完全に独立した変数ではない。一定の技能形成
が土台となって動機付けが効果的に作用する。一方、技能形成の効果的促進には動機
付けの下地が必要である。長期に亘る技能学習では、それを支える動機付けが必要と
なる。また、本研究で特に注目する、インフォーマルな形のオン・ザ・ジョブ・トレ
イニング（以下では OJT）による技能形成では、教え手と習い手の自発性が重要な役
割を担い、これを持続的に引き出す動機付けの問題は重要である。このようにこの二
つは相互に影響しあうが、本論文は技能形成に焦点をあてる。 
技能形成の研究が進まない要因は、学校教育や企業研修のようなフォーマルな投資
のみではなく、インフォーマルな OJTがその中心的な形成過程を構成すると考えられ
るからである。OJTの重要性は実務家にとっては広く認識されているが、その実証蓄
積は乏しい。OJT は実際の仕事を通じて進行する訓練であるので、どこまでが仕事で、
どこからが訓練であるのか識別しにくい、つまり、測定が難しいことが背景にある。
また、OJTは色々な実務経験の変遷のなかで、長い時間をかけて進行する。従って、
そのプロセス把握には、実際の仕事の木目細かい観察が不可欠である。近年主流をな
す統計解析に軸をおく研究では、観察や測定にこうした面での難しさがある対象に、
立ち入った研究の広がりをみない。技能形成水準の実態調査などにおいても、投入費
用や時間で数値測定が可能な、学校教育或いはオフ・ザ・ジョブ・トレイニング
（Off-JT）のみに視線が向けられることが多い。 
こうした研究潮流のなかで、OJT研究に先鞭をつけてきたのが労働経済学における
知的熟練論である。本論文はこの理論を土台においている。小池和男が1970年代以降
精力的に展開した実証研究から構築された技能形成理論である。仕事経験からの技能
の形成を理論化した。労働経済学理論として労働技能は伸張するという側面を重視し
たところに特徴がある。独自に開発した概念で、技能の内実とその形成過程を分析す
る。技能の内実の分析に「不確実性」概念を応用する。競争力を左右する技能、即ち
「知的熟練」を、「不確実性をこなすノウハウ」と定義する。また、技能を「幅」及
び「深さ」といった水準類型による測定を行う。「不確実性」分析は技能の競争力へ
の貢献度判定を可能としている。また、測定困難であるOJTを「キャリア」でみると
し、「キャリア」とは「長期に経験する関連の深い仕事群」と定義する。この「キャ
リア」分析が技能の形成過程を明らかにする。なお、「キャリア」という用語は上記
のように定義され一般の使い方とは多少異なる。一般では仕事群に「関連の深さ」は
必ずしも強調されない。しかし、この理論ではこの部分は重要であり用語として使い
分けが必要である。従って、本論文では一般的な意味で用いる場合はキャリアという
用語を用いず仕事経歴との表現を使う。 
 
ホワイトカラー研究 
知的熟練論の特徴は、工場などの職場において、仕事観察を徹底的に行なうことに
より仕事における「問題と変化」を識別し、技能の根底を「不確実性をこなすノウハ
ウ」とみなすことにある。しかしながら、知的熟練論はブルーカラー事例に即した具
体性故に、そのままではホワイトカラー分析に適用し難い側面も持つ。上記の例でい
えば、ホワイトカラーの多くの仕事では「ふだんの仕事」と「ふだんとは違った仕
事」の識別は困難な場合が多い。事実、知的熟練論に依拠したホワイトカラー分野の
事例研究は、広がりつつあるものの、その殆どは技能の内実とその形成メカニズムを
説得的に描ききれていない。つまり、技能形成研究で先鞭をつけてきた知的熟練論に
おいても、ホワイトカラー分野は方法論的に開拓途上にあると言える。 
知的熟練論の特徴は、技能の形成理論を具体的事柄で説明する。事例をベースとし
たモデル提示が前面に出されている。但し、そのモデルは自動車組み立てラインなど、
主にブルーカラーの事例に即して構築されている。これを本論文ではブルーカラーモ
デルと呼ぶ。このモデルでは、実証研究において仕事を観察分析していく具体的方法
も併せ示している。例えば、仕事観察で「問題と変化」、すなわち「ふだんの仕事」
と「ふだんとは違った仕事」を識別し、後者への対応に「不確実性をこなすノウハ
ウ」を見出す、といった方法である。これによって理論の説明力が高まる。同時に、
これは実証研究には有効な手引きともなる。しかしながら、ブルーカラー事例に即し
た具体性故に、そのままではホワイトカラー分析に適用し難い側面も持つ。上記の例
でいえば、ホワイトカラーの多くの仕事では「ふだんの仕事」と「ふだんとは違った
仕事」の識別は困難な場合が多い。 
本論文では知的熟練論ブルーカラーモデルをホワイトカラー事例に当てはめ、どの
ような再解釈や拡張が必要かを具体的に考察していく。大きな論点は、技能の内実を
分析する「不確実性」の観察分析の方法である。つまり、損失機会と利益機会の観察
分析である。ブルーカラーモデルは、「不確実性」が経営によって高度にコントロー
ルされたシステムのなかで、損失機会への対処能力に分析の焦点をあてている。先に
触れた「ふだんとは違った仕事」に対応する技能がそれである。「ふだんの仕事」と
いうのは「不確実性」が高度にコントロールされた生産システムでの標準化された仕
事を意味している。利益機会への対応は生産システム自体が担っている。標準化され
た仕事では競争力差はつかず、「競争力を左右する技能」とは「ふだんとは違った仕
事」に見出される、との前提である。ホワイトカラーも含め仕事一般を考えると、技
能が向き合う「不確実性」は損失機会への対処のみならず、利益機会への対処も含ま
れる。利益機会への対処に目をむけると、観察しなければならない「不確実性」は格
段と広がる。また、ホワイトカラーの仕事での「不確実性」への個人の接し方が、ブ
ルーカラーと異なっていることも分析方法の新たな工夫を必要としている。例えば、
損失機会は仕事の進行過程では顕在化していないことが多々ある。また、個人による
対処が本来想定されておらず、複数の人々の役割分業による組織的対処が常態となっ
ていることが少なくない。こうした側面はブルーカラーモデルでの前提の外にある。
このようなホワイトカラーの仕事の特性から、「不確実性」分析は個人ベースの仕事
追跡だけではなく、組織ベースの観察分析が必要となる。 
もう一つ大きな論点は、OJTの分析方法における「キャリア」の問題である。「キ
ャリア」とは「長期に経験する関連の深い仕事群」だが、ホワイトカラーでは「関係
の深さ」が鮮明に読み取れないことが少なくない。仕事経験として部署移動を追跡し
ても、技能とその形成過程の中身が十分には読み取れない。先行研究の多くにおいて
もこの壁に突き当たっている。部署の内部で進行する色々な仕事の内容を分析しなけ
ればならない。その上で部署間での仕事内容の共通性や差異を見出さなければならな
い。以上のとおり、ホワイトカラーの技能形成分析の枠組みはブルーカラーモデルよ
り複雑化する。 
 
経営史研究の応用 
以上のようなアプローチ方法や実証分析の方法を踏まえて、本論文では技能形成と
いうテーマに経営史研究を応用している。一つの事例企業を多様な資料によって長期
的、且つ多面的に分析する。観察分析が特に困難なホワイトカラー技能の形成メカニ
ズムを、経営のダイナミズムのなかで理解するには、事例を長期間、深く掘り下げて
分析することは有効な一つの方法である。揺籃期にあるといえるこの研究分野には、
こうした形のアプローチの意義があろう。 
人材マネジメントに関する実証的研究では、年月の経過をたどる調査の必要性は広
く認識されている。形成要因として OJTに注目する技能形成研究では、長期的研究の
重要性はより明らかである。技能の伸張は１０年、２０年というような長いスパンで
捉える必要がある。この経過にともない進行する、人材政策や事業の変遷も視野にお
く必要がある。更に、OJT が有効に機能する基礎条件として、人材育成内部化の進展、
人材の定着動向、教え手たる人材層の確立といった経営進展も見なければならない。
つまり、OJTに注目して技能形成の動的過程を把握するには、長期にわたる多面的な
経営観察が必要となる。現代企業を研究対象にすると、これが実際上困難なことが多
い。しかし、経営内部資料を長期的に残す歴史企業であればこれが可能にもなる。こ
うした企業は必ずしも数多くはないが、経営史研究として注目されてきた企業の中に
はこれを可能とするものがある。本論文は日本近代産業史での代表的企業であるとと
もに、豊富な一次資料の保存ゆえに経営史研究で蓄積をもつ、明治大正期の三井物産
を事例として選択した。人材の問題を扱った研究も数多いことで知られている。現代
企業では入手が極めて困難な個人人事資料が、長期に残され公開されていることも重
要な利点である。戦前期の日本の貿易を先導した最大の商社であり、日本のホワイト
カラー組織発展における先駆企業でもある。この事例企業は OJTの果たした役割を考
察する上で特に興味深い。というのは、多くの経営史先行究では、同社の人材マネジ
メントの特徴として、先駆的な教育訓練の制度を強調してきたからである。非制度的
訓練である OJTは殆ど注目されてきていない。OJTは教育訓練の資料が残らないから
である。本論文は個人ごとの入社前歴と社内経歴を長期的に追跡調査し、ここでの調
査データを基に、従来注目されてきた制度的教育訓練は効果に限界があったことを検
証する。その上で OJTの役割の重要性を人材形成の実態面から考察する。 
 
明らかにされたこと 
 
研究対象事例は、明治大正期の三井物産である。この歴史事例が採り上げられた理由
の一つは、現代企業ではアクセス困難な個人の人事資料が豊富に公開されていること
があるが、と同時に、OJTが有効に機能しうる組織条件を、経営発展史のなかで把握
できる豊富な資料に恵まれている、という利点もあった。本論文は、OJTを通じた技
能形成メカニズムの事例分析に先立ち、この組織条件の多面的分析から始められた。
即ち、この事例企業の明治９年創業以降の事業展開や人材政策の試行過程の観察であ
り、それを通じて、明治３０年代中盤で、人事制度の整備、人材の定着、現場指導層
の確立などを確認し、この段階で OJTによる教育訓練が定着に至ったことが考証され
た。また、その時期の前後から果敢に導入された各種教育訓練制度についても、それ
らが果たした役割が検証され、その効果に限界があったことが確認された。従来の経
営史先行研究の多くが、この事例企業での高い水準の人材育成実現を定説化している
が、その実現は制度化された教育訓練以上に、OJTが中心的役割を果たした可能性が
高いことがここから考証された。 
 OJTを有効に機能させた組織条件がこのように考証された上で、技能形成の事例分
析が、知的熟練論の基本的枠組みに沿って、且つホワイトカラー特性に適した分析方
法で進められた。即ち、仕事経歴分析（一般にいうキャリア分析）と「不確実性」対
応に焦点をあてた仕事内容分析が、組織ベースと個人ベースの両面から進められた。
仕事経歴分析では、OJTが定着した明治３５～３７年の３年間で入社 414人全員につ
いて、人事資料から 1８年間追跡したパネルデータを構築した上で、数値解析も含め、
様々な角度から分析が進められた。それら全員の、学歴、制度的教育訓練歴、異動の
仕方、昇進、懲罰、勤続状況、退職背景など、技能形成に向けた多様な経歴展開が把
握された。 
 また、個人経歴の進捗を長期間追わなければならない技能形成過程の分析には、１
５年以上の勤続者１７３人に焦点をあてた分析が行われた。この１７３人の仕事経歴
展開は部店移動の仕方や職能別経験の仕方で類型的に分析され、そこに様々な仕事経
歴類型が見出され、それぞれには特有な専門性の存在が確認された。経歴の専門性は
技能形成の存在を示している。但し、技能形成の中身は、ここからだけでは十分には
読み取れない。従って、これを解き明かすために、仕事内容の実態と技能の内実の分
析が、多様な経営一次資料を用いて進められた。「不確実性」への対応の分析が軸と
なる。はじめに、組織が向き合っている「不確実性」について、組織横断的な把握が
試みられた。価値生産ルーティーンの一連の仕事の流れにそって、売買部門の実務と
それに直接関与する管理部門の実務を組織ベースで分析し、それらが向き合っている
「不確実性」を把握した。そこでは「不確実性」への制度的コントロールが、仕事ご
とに様々な形で存在していることが確認された。併せて、それぞれのコントロールの
運用面での多様性や限界も明らかにされた。この多様性や限界が、個人が受け持つ
「不確実性」対応、即ち、技能の多様性を生み出している。 
また、専門集団ごとに、特有な｢不確実性｣対応のパターン、即ち技能形成パターン
を形成していることも明らかになった。例えば、同じ売買部門であっても、石炭専門
と綿関連専門の人々の間では、対応する「不確実性｣の構成では共通性があるものの、
個々の重要度や対応の仕方では顕著な違いがあり、それがそれぞれの特有な技能形成
パターンを生み出していることが明らかにされた。また、管理職能として同じ経理系
統にある、勘定と出納集金の間では、｢不確実性｣の中身には際立った差異があり、そ
れによって技能の形成のされ方で大きな違いがあることも確認された。更に、売買の
人たちが、勘定や受渡など、管理系職能の経験を併せ持つ意味が何なのかといった問
題も、それらの職能間での仕事の連携、即ち、同種の「不確実性」対応を共有してい
ることの確認を通じて、こうした仕事経歴にも、技能伸張の筋道がありうることが明
かにされた。つまり、職能を跨ぐ仕事経歴の意味についての一定の説明付けが、｢不確
実性｣対応の分析から可能であることが例証された。 
技能形成メカニズムの大きな鍵を握るのは仕事経験の順序である。この問題につい
ても、仕事経歴の分析と、仕事内容の分析（即ち「不確実性」分析）を統合した形で
の考察が行われた。現代企業分析とは違って、歴史企業の分析では、個人の技能形成
の筋道を仕事内容の繋がりで詳しく観察することは難しい。従って、部署移動に大半
限定される個人の仕事経歴データの分析を、仕事内容の分析と重ね合わせ、そこから、
ありうる技能形成の進展を推量するといった考察が進められた。 
まず、仕事経歴データでの個人ごとの推移を、改めて詳しく観察し直すことからは
じめられた。｢不確実性｣の対応の仕方で特に注目される、１５年以上勤続の綿関連専
門１２人に焦点があてられた。個々人の仕事経歴展開の中で、技能伸張を随伴してい
ったと考えられる諸要素、即ち、入社初期経験、学力向上、昇進、移動の多さ、など
に焦点をあわせて、経歴データの再点検がなされた。その結果、それぞれが、経歴展
開のある段階で、技能伸張を推し進めた状況がみいだされ、長期に亘る技能形成の道
筋での諸局面が明らかにされた。しかし、ここで残された問題は、平均的には４年余
にものぼる同一部署内での技能形成がまったく見えてこないということであった。部
署移動情報に依拠する仕事経歴分析の限界である。 
この残された部分の問題解明には、組織ベースでの仕事内容分析にまた視点を移す
ことが必要となる。一連の仕事内容を個々に改めて点検し、それらの間に経験すべき
順序を推量するというアプローチである。ここで先ず導かれたのは、価値生産の一連
の流れとして大枠で分類された三つの仕事段階、即ち、取引基盤構築、個別取引契約
締結、個別取引契約履行の三段階には、仕事進行上、習得されているべき必要な知識
経験の流れがあることが読み取れ、そこに仕事経験の順序が存在しているに違いない
という推量であった。１５年経歴を大括りで三つに区切るとすれば、それぞれは、後
期、中期、初期に経験がなされているとの推量である。加えて、「不確実性」への対
応という面で特に重要な仕事に注目すると、それらには、その基礎として、他の多く
の仕事経験が土台となっていることが個々の仕事内容の実態から読み取れ、ここにも
仕事経験の順序が推量された。以上を全体的にみると、技能形成プロセスは、「不確
実性」対応で難度が低い仕事経験から始まり、それらを広く経験しつつ、段々と難度
の高い仕事へと展開していく流れが、この事例から読み取ることができた。 
 
 
 
２．本論文の構成 
 
 
 
 本論文の構成は、以下の通りである。 
 
はじめに  
第１章  人材マネジメント研究における技能形成研究       
第１節 人材マネジメント研究の潮流   
第２節 知的熟練論の特徴と骨子   
第３節 ホワイトカラーの技能形成研究  
（１）ホワイトカラーとは  
（２）ホワイトカラー研究の経緯 
（３）ホワイトカラー研究の鍵 ―「不確実性」―   
（４）技能形成と組織編制の相互作用   
第 2章 事例分析の資料調査  
第１節 個人ベースの教育訓練と仕事経歴の資料調査 
（１）原資料   
（２）調査対象の個人   
（３）調査項目  
（４）パネルデータ   
第２節 仕事実態と「不確実性」に関する資料調査  
（１）仕事実態を知る資料 
（２）仕事に関わる「不確実性」を探索する資料   
第３章 技能形成組織条件の史的分析 
第１節 明治大正期の三井物産   
（１）事業と組織の変遷   
（２）仕事の変遷  
（３）経営者の実務経験   
第２節 教育訓練制度に関する先行経営史研究  
第３節 教育訓練制度が実際に果たした役割   
（１）日給月給別採用時資格の影響  
（２）学歴・前歴の影響   
（３）昇格試験(月給試験)制度の効果  
（４）海外研修制度の効果   
第 ４ 節 OJT 進展の組織条件の検証  
（１）階層構造の転換  
（２）指導層の確立  
（３）勤続とその背景  
第４章 仕事経歴の事例分析  
第１節「パネル表」に登場する人々  
第２節 部店移動からみた類型化  
第３節  職能別経験からみた類型化  
（１）職能での仕分け   
（２）売買での商品別仕分け  
第４節 職能専門性の中身  
（１）経理専門  
（２）物流専門  
（３）出納用度集金専門  
（４）本部系管理専門  
（５）売買部門での商品専門  
第５章 仕事の内容と「不確実性」対応の事例分析  
第１節 分析の対象領域と手順   
第２節 取引基盤の構築の仕事   
第３節 個別取引の契約締結の仕事  
第４節 個別取引契約の履行の仕事   
第５節「不確実性」への対応と技能形成   
（１）組織としての「不確実性」対応の類型化  
（２）商品専門間での技能形成の差異（石炭と綿の対比）  
（３）職能間での分業と技能形成   
（４）仕事経験の順序   
おわりに  
参考文献  
巻末添付付表   
 
 
 
Ⅱ 本論文の概要 
 
 第１章では人材マネジメント研究の潮流を、1980年代以降の主流をなす米国での高
業績仕事システム(high performance work system, HPWS)に注目したHRM研究を中心にサ
ーベイする。統計解析に軸を置くこの研究の流れが技能形成研究への広がりをみせな
い状況を確認する。背景に技能の測定の難しさという方法論上の制約をみる。また、
技能形成要因としてOJTに立ち入った研究が進展していない状況も確認する。こうし
た潮流のなかで技能形成研究で先駆的役割を果たしてきた知的熟練論に注目し、その
要約とともに特徴を整理する。しかし、この理論が提示するブルーカラーモデルはホ
ワイトカラーへの応用にはハードルがあリ、理論枠組みの拡張を考察する。更に、従
来の研究には無かった視点として、OJTを組織編制（事業の要請を背景とした組織全
体的人事配置）の動態の中で分析する必要性を提起する。これは、OJT、とりわけホ
ワイトカラーのOJTは、技能伸張と人事配置の相互作用の中で進展するのであって、
単に教育訓練目的だけで進展しているものではないことを指摘し、事業の要請などか
ら発する組織条件を多面的に分析する必要を提起している。 
 
第２章では以下の章で展開する事例分析の筋道と、各章で使用する主要資料を説明
する。資料説明の目的は、以下の章で進める事例分析で参照する資料が、多岐にわた
り、その多くは大部であったり、また編集加工されて使われているので、それらの原
資料を前もって内容紹介、或いは編集加工を解説することにある。資料の大半は(財)
三井文庫所蔵の「旧三井物産関連資料」である。ここでは、三つの領域での経営の資
料調査が行われる。一つは、制度的教育訓練に関する資料である。この事例企業の教
育訓練制度の先進性と充実度は多くの先行経営史研究が注目している。それが当時の
業界トップ水準の人材層を形成し、企業発展を主導したと通説化している。本事例で
の制度的教育訓練の実際の効果を、個人ベースの教育訓練歴から検証していく。二つ
目は、同じく個人ベースでの仕事経歴を組織全体的に把握する資料調査である。これ
が「キャリア」の分析資料となる。これは上で述べた教育訓練歴の調査と事実上一体
となっている。教育訓練歴も仕事経歴も同じ系統の人事資料から拾い出すことができ
る。 
 三つ目の領域は、仕事実態を把握するための資料調査である。ホワイトカラーの
「キャリア」分析は部署移動までしか把握できない。しかし、部署移動だけでは、仕
事の中身が一面しか見えず、そこでどのように技能形成が進展しているのかが十分に
読み取れない。それ故に、部署の内部で繰り広げられている個々の仕事の実態を把握
する資料が使われる。 
 
第３章では事例企業を経営史研究の視点から説明する。最初に、創業以降約半世紀
の事業発展、仕事変遷、経営者の実務経験を概説する。これに続いて、同社の先行経
営史研究が注目した制度的教育訓練の効果をデータ検証する。ここで諸制度の効果の
限界を確認し、OJTが果たした役割の重要性を考証する。更に、OJT進展を支えた組
織条件、即ち、階層構造の変化、指導層の確立、定着性の浸透などをデータ検証する。 
 
第４章は仕事経歴分析である。第２章で予め詳説した、３年間で入社全員 414人の
１８年間仕事経歴パネルデータを用いて、その全員の経歴展開を様々な視点で分析し、
技能形成に向けた経歴展開の多様な姿を把握する。また、長期観察が必要な技能形成
分析には、１５年以上勤続者１７３人に照準をあて、その人々の経歴を類型化し、そ
こで色々なタイプの専門性を見出す。専門性は技能形成の存在を示していることを確
認するが、但し、その形成の内容までは仕事経歴データからは十分見えない。 
 
第５章はその見えない部分を明らかにする。第４章で見出された経歴類型ごとの専
門性が、どのような技能形成の内実をもっているかを考証する。先ず、価値生産プロ
セスにそって仕事を類別し、その実態を資料考証する。その考証から個々の仕事で対
応された「不確実性」を把握し類型化する。即ち、技能の類型化である。それに基づ
いて、色々な仕事経歴ごとに、技能類型の構成や、仕事経験での修得順序を分析し、
技能形成のメカニズムを例示的に説明する。事例企業の仕事内容から、仕事段階ごと
の大枠での経験の順序を読み取ることができる。三つに分けた仕事段階、即ち、取引
基盤構築、個別取引契約締結、個別取引契約履行を、進行プロセスの逆順に考察する。 
① 個別取引の契約履行の仕事群は、概して仕事経験の初期から入り込める性格の
ものが多いことが推察できる。ここで｢仕事経験初期｣とは、本稿での個人別仕事
経歴調査期間１８年を概ね３等分した、最初の三分の一前後を含意している。従
って、次の概ね三分の一を｢仕事経験中期｣、最後の概ね三分の一を「仕事経験後
期」と便宜的に表現する。個別取引の契約履行の仕事群は、大半で仕事システム
（標準化）がかなりの水準まで整備されており、OJTであっても組織的な訓練が
しやすい。また、原則仕事進行が帳票処理で完結し、それが組織の縦横に伝達さ
れていくので、実際上、上司による監督が行き届きやすく、指導が適時行われう
ると言う側面ももっている。 
② 次に、個別取引契約締結の仕事に関しては、契約後の履行状況を予測しつつ進
行するのであるから、契約履行の実務経験が前提となるであろう。従って、大括
りで理解すれば、｢仕事経験中期」の仕事と位置づけてもよいだろう。しかし、実
際には契約履行の仕事を全てマスターしてからの経験がスタートするというもの
ではないと思われる。便宜上中期としても、｢仕事経験初期」のある時期からこの
経験が始まると見られる。 
③ 取引基盤構築の仕事は、主として組織中層以上、特に上層が牽引していること
が判明している。具体的には、｢パネル表｣上に登場する主任以上で、部店長自身
やその補佐的役割の部店長代理などが主役である。目安として主任の平均的勤続
年である１０年前後、或いはそれ以上の仕事経験者であるので、正に「仕事経験
後期」に取り組まれているものであると言える。 
以上に加え、一つの仕事段階の内側においても、経験していく仕事内容に順序があ
るのではないかという点も考察する必要があろう。より重要度の高い仕事には、その
他の仕事の経験が下地となっているのではないか。綿関連取引で営業上重要度の高い
仕事である売買越設定に視点をあてて考察してみたい。売買越は綿花(綿糸も同様であ
るが)が相場商品であるという商品特性から避けて通れないことは先に述べた。相場商
品ゆえに相場予測が重要な技能であると世間一般にはみられている。しかし、この商
品で市場の圧倒的優位な地位を築いたこの事例企業が、一番重視しているのはその能
力ではない。この組織はあらゆる商品の取引で、所謂「思惑」商売には極めて警戒的
である。避けて通れない商品相場の変動に対して、この組織が目指している仕事のや
り方は、売買越の状態があっても、売り抜き、或は買い埋めを早期に実現しうる状況
の創り出すことであった。つまり、売買越期間の圧縮によるリスクの最小化である。
この商売に関わる担当者もその実現を図る仕事を進めている実態は先の分析で確認さ
れている。しかし、それを実現する仕事のポイントは、契約を未取り決め状態として
いる相手先が、近い将来に契約に応じてくるかの見極めである。この見極めには、
様々な市場不確実性への予測とともに、その相手先との緻密な意思疎通と信頼の構築
のもとで、相手先の契約意思を見抜くということが必要とある。単に、商品の相場が
どう動くかという市場変化予測への確率計算や、ある種の「勘」とは異なる技能であ
る。取引先との緻密な意思疎通や信頼構築は、過去に積み上げた取引実績が基礎とな
る。現在進行中、或いは過去の契約の締結のされ方、履行のされ方などの総合点がこ
の基礎を形成している。契約締結と履行に関する幅広い知識経験が、この売買越に対
応する技能の土台になっているものと推察される。こうした幅広い知識経験は、取引
基盤構築のそれぞれの仕事にも相通ずるものであろう。つまり、重要度が高いこれら
の仕事は、総じて、幅広い仕事の経験を土台として成り立っていることが示唆されて
いる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ 審査結果の要旨 
 
本論文の審査結果は、以下の通りである。 
 
１．本論文の長所 
（１）本論文は企業競争力の源泉と考えられる従業員の技能形成のメカニズムを解明
しようとした大変な野心作である。技能形成の中でも、日本企業が技能形成の際に重
視する OJTの役割に着目する。ブルーカラーの労働者に関しては、小池和男氏による
「知的熟練論」という卓越した理論・実証分析があるが、ホワイトカラーに関しては、
実務と OJTが分かちがたく、実証は困難であり、手付かずの状態にあった。本論文提
出者はホワイトカラー分析の理論枠組みとして、経営が制度的に制御しうる「不確実
性」とそれができない「不確実性」に分ける。この組織的な制御を行なうとともに、
創業期の 三井物産は組織編制の中で、OJTにより制御できない技能の形成を行なった
と考え、長期の個人キャリアを丹念に追うことにより、技能形成の類型を示すことに
成功している。丁寧な先行文献の整理、実証可能な仮説の提示など周到かつ体系的な
研究視点を示した。 
（２）本論文の特筆すべき成果としては、まず、独力で、明治３６年から３８年に三
井物産に入社した４１４人の経歴を大正１２年まで追い、１８年にわたる個人キャリ
アに関するデータ・ベースを作成したことが挙げられる。本論文提出者は、２００１
年以来今日まで、継続的に三井文庫に通い、三井物産の毎日の記録である「社報」や
「職員録」などを読み込み、４１４人の正社員のデータを１８年間にわたり掬い取る
という仕事を行なった。このうち、１５年以上在籍した１７３人に関して、入社前歴
（学歴）、配属先、当初の給与、異動と職務、昇進、懲罰、退社という、現在でも構
築することの難しい、貴重なパネル・データを作成し、彼らのキャリアパスについて
分析を行なった。このパネル・データは膨大な情報量を持ち、今後、技能形成の分析
のみならずこの期の商社研究にも貢献しうる重要なデータ・ベースである。論文提出
者が独力でこのような長期的なパネル・データを構築したこと自体、特筆すべき学術
的貢献である。 
（３）この豊富な情報量の データ・ベースを使いながら、ホワイトカラーの技能形成
の核心である実務経験の積み重ねにもとづく「訓練」OJTを解明している。１７３名
のキャリアパスについて、部店間移動と職能別経験の２つの観点から類型化すること
で OJTによる技能形成パターンを実証的に示すことに成功した。この史料の解読過程
において、論文提出者が商社業務に精通している利点が十分に生かされている。その
結果、仕事経歴の専門性、そのキャリアの根拠を、これまでの研究をはるかにぬく深
さ、かつ厳密さで解明したといえる。本論文によって、ホワイトカラーの技能形成に
関する研究実績は飛躍的に高められたと審査員から高い評価がなされた。 
（４）本論文は、明治・大正期の商社ホワイトカラー社員に必要とされた技能につい
て、多様な商社業務の内容を詳細かつ精密に分析した上で、それぞれの職務に伴うリ
スクとそれをコントロールするために必要な技能類型を抽出した。この実証分析は、
従来の戦前期日本商社の実務及び技能形成に関する経営史研究の水準を大きく塗り替
える成果である。 
（５）学歴や研修とキャリアとの関係では、高度な学歴は昇進に有意ではあるが、そ
の優位性は決して決定的ではなく、低い学歴の人でも昇進するケースが見られた。ま
た、海外研修がそれほど効果が認められないことなどが史料により確認された。これ
らは、実に興味深い指摘で、このパネル・データの価値の一端を示している。 
 
 
 
本論文の短所 
（１）本論文はスケールの大きい野心的なものであるだけに、短所あるいは残された
課題も大きい。まず、第４章の仕事経歴の分析、そこから得られるキャリアの類型化
と第５章の描くリスク管理との関連に性の説明が弱い。そのため、分析を総合して、
戦前期の三井物産が OJTを通じた技能形成と人材配置によって、どの程度まで業務全
般のリスクコントロールに成功していたのかは、残念ながら、十分に説明されたとは
言い難い。 
（２）分析対象が本店の正社員に絞られているが、支店限りの雇い人がリスク管理を
伴う仕事に携わっていた可能性もある。大正期には支店限りの雇い人が正規社員の数
倍に及んだことから考え、全体像を描くには、この人たちのリスクコントロールへの
関与あるいは技能形成過程にも注目する必要もあろう。 
 
３ 結論 
 
 本論文には上記のような短所も見受けられるが、本論文の長所と比較するとき、決
して本論文の優秀性を損なうものではない。本論文はホワイトカラーの技能形成のメ
カニズム解明に道を開く研究であり、戦前期の商社の経営実態に新しいメスを加えた
重要な貢献である。本論文提出者には、その膨大なパネル・データを含め、論文を公
刊し、広く研究者に提供することが望まれる。 
 論文提出者・高橋弘幸は一橋大学を卒業後、三井物産に勤務、紙パルプ部門でキャ
リアを積み、同部門の次長で退社し、学問に専念する。経営史の碩学、由井常彦氏の
下で文京学院大学大学院修士課程を修了した後、２００３年に早稲田大学大学院博士
後期課程に進み、２００９年まで在籍した。２００９年からは、学習院大学、２０１
０年からは国士舘大学、武蔵野大学で非常勤講師をしている。大学院在籍中に経営史
学会、日本労務学会などで発表を行い、注目されていた。商社業務に精通している実
務家であるとともに、すべてに納得するまで勉強する学究姿勢を持つ稀有な研究者で
ある。長年、由井常彦氏、小池和男氏という経営史、労働経済学の大家の薫陶を受け
ている。今後、本論文提出者には、その豊かな実務経験と広範な経営史・労働経済学
の知識を活用し、技能形成や経営史に関するさらなる研究の深化と発展が期待される。 
 以上の審査結果に基づき、本論文提出者・高橋弘幸は「博士（商学）早稲田大学」
の学位を受けるに十分な資格があると認めるものである 
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